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・住民提案による地区計画の進め方について 
 
◎住民提案による地区計画の都市計画決定プロセス 
住民提案による地区計画を都市計画に定める場合、以下の２つの流れがある。 
  ア．都市計画法 16 条 3 項 地区計画の申し出（条例に基づく） 

  イ．都市計画法 21 条の 2 都市計画の提案制度（政令による） 
 
ア．都市計画法十六条 ３（地区計画の申し出）： 
平成 12 年の都市計画法の改正により、地区計画等に関する住民又は利害関係人から
の申し出を認める制度が追加され、区市町村は住民が地区計画に関する提案をできる条

例を定めることができる。（16条の３項 市町村は、前項の条例において、住民又は利
害関係人から地区計画等に関する都市計画の決定若しくは変更又は地区計画等の案の

内容となるべき事項を申し出る方法を定めることができる。） 
現在までのところ、大田区は「地区計画等の案の作成手続きに関する条例」（「まちづ

くり提案」についての手続き条例等、いわゆるまちづくり条例）については予定してい

ない。 
 
イ．都市計画法二十一条の二（都市計画の提案制度による地区計画の提案）： 
そこで、住民提案によって地区計画を進めていくためには、都市計画法で定める、都

市計画の決定等の提案（都市計画法第 21条の２ 条文省略）によることとなる。 
同条を要約すると、土地所有者（土地の所有権又は借地権を有する者）は、区市町村

に対して、当該提案に係る都市計画の素案を添えて、都市計画の決定又は変更すること

を提案することができるというものである。この場合、土地所有者の３分の２以上の同

意、かつ土地の面積では、所有権と借地権の土地面積を合計して、その３分の２以上同

意が必要となることが定められている。また、計画の素案の対象となる土地については、

5000㎡以上と国土交通省の政令で定められている。 
 
 
条例が策定されていない場合、イ．の都市計画の一つとして、政令により、地区計画の

素案を提案し、行政は、都市計画の決定（若しくは変更）又は都市計画決定をしないかの

判断を行う。 
 都市計画決定をする必要があると認める場合、区はその案を作成しなければならない。  

 
つまり、ア．の条例が未整備な場合は、イ．の方法で地区計画を提案することとなる。 
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 ＊１：この場合の地元とは、地区計画を検討する意向のあるエリアを示す。 
＊２：この場合の協議会とは、山王地区では具体的には「大森駅山王口地区まちづくり協議会」を示す。

＊３：この場合のコンサルとは、山王地区では具体的には「ＥＣＯ」を示し、協議会（＊２）のコンサル

タントである。 
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